
下請中小企業振興法・振興基準について 

資料６ 

平成28年10月  
中小企業庁 



（1）下請企業は、「下請」という特殊性から、受注が不安定、資本蓄積が乏しい、機動的な設備投

資が困難等の多くの問題を抱えていたが、昭和40年代に入り、国内産業の高度化・国際化が急速

に進展したこと等に伴い、こうした諸問題が顕在化し、下請企業の体質強化が喫緊の課題となってい

た。 

 

（2）このため、従来からの「下請代金支払遅延等防止法」（昭和31年制定、以下「下請代金法」と

いう。）による下請取引の適正化の推進に加え、下請企業の体質強化に果たすべき親企業の役割

や、下請事業者としての努力の方向性、下請企業振興協会による取引あっせん等の支援措置等を

盛り込んだ「下請中小企業振興法」（以下「下請振興法」という。）が昭和45年に制定された。 

 

（3）下請振興法は、制定以来、主として製造業を対象としてきたが、その後の経済のサービス化を踏ま

え、平成15年6月に法改正が行われ、サービス業が追加された（下請代金法と同時期に同様の改

正を実施）。 

 

（4）平成25年6月に法改正を行い、現行の「振興事業計画」に加え、下請中小企業が連携し、自ら

企画・提案力を高め、自立的に取引先の開拓を図る取組を国が認定し、支援を行う「特定下請連

携事業計画」を新たに創設した。 
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１．下請中小企業振興法の制定 



【製造業・建設業・運輸業等】 
3億円以下又は300人以下（個人含む） 

下請事業者【第2条第4項】 

下請事業者より、資本金、出資金
（個人の場合は従業員数） 

の大きな事業者 

親事業者【第2条第2項】 

下請振興法は、下請中小企業の経営基盤強化を促進するための措置を講ずるとともに、下請企業振興協会による下請取
引のあっせん等を推進することにより、下請中小企業の振興を図り、国民経済の健全な発展に寄与することを目的とするもの。 

（１）親事業者、下請事業者の定義 
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【サービス業】 
5,000万円以下又は100人以下（個人含む）  

【ｺﾞﾑ製品製造業(自動車又は航空機用ﾀｲﾔ及びﾁｭｰ
ﾌﾞ製造業並びに工業用ベルト製造を除く)】 
3億円以下又は900人以下（個人含む）  

 
【ソフトウェア業又は情報処理サービス業 】 
3億円以下又は300人以下（個人含む） 

 

【企業組合及び協業組合】 

（２）特定親事業者、特定下請事業者の定義 

特定下請事業者…下請事業者のうち、その行う事業活動についてその相当部分が長期にわたり特定の親事業者との下請取

引に依存して行われている状態として経済産業省令で定めるものにあるもの。 

特定親事業者…特定下請事業者についての当該特定の親事業者。 

継続的に行われる、 
①物品の製造委託 
②製造のための設備、器具の製

造委託または修理委託 
 ※自らが業として製造・修理を行  

 わない場合も含む 

③修理委託 
④情報成果物作成委託 
⑤役務提供委託 

２．下請中小企業振興法の概要 ① 



（３）特定下請連携事業の定義 
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（４）下請振興法の4つの柱 

① 下請企業と親企業のよるべき基準として経済産業大臣が定めた「振興基準」及びそれに係る指導・助言。 

② 下請企業が組織する特定下請組合等と親企業が協力して作成する「振興事業計画」。 

③ ２以上の特定下請事業者が連携し、互いの経営資源を有効に活用することで、企画・提案力を向上させ、自立的に 

   取引先の開拓を図っていく「特定下請連携事業計画」。 

④ 都道府県の下請企業振興協会が実施する「取引あっせん」や「苦情紛争に対する相談、調停」等。 

２．下請中小企業振興法の概要 ② 

 ２以上の特定下請事業者が有機的に連携し、それぞれの経営資源（設備、技術、個人の有する知識及び技能等）

を有効に活用して、新製品の開発や新たな生産方式の導入等の新事業活動を行うことにより、特定親事業者以外の者

との下請取引その他の取引を開始し、又は拡大し、特定下請取引への【依存の状態】の【改善を図る】事業。 

特定下請取引への【依存の状態】 
とは・・・？ 

 
下請事業者の前事業年度又は前年度
における一の特定親事業者への取引依
存度が２０％以上の割合である状態を
いう。 

依存の状態の【改善を図る】 
とは・・・？ 

 
事業計画期間内に特定親事業者へ
の取引依存度を年１％以上低下さ
せることを目標として行う事業。（振
興基準） 



「特定下請連携事業計画」と支援措置 

（１）特定下請事業者（※1）は、他の特定下請事業者等と有機的に連携し、新製品   
の開発や新たな生産方式の導入等の新事業活動を行うことにより、既存の親事業者以外の
者との取引を開始・拡大することで、特定の親事業者への依存の状態の改善を図る「特定下
請連携事業計画」を作成し、主務大臣の認定を受けることができる。（第8条第１項）  

 ※１：下請事業者のうち、その行う事業活動についてその相当部分が長期にわたり特定の親事業者との下請取引に依存
して行われている状態として経済産業省令（※２）で定めるもの（以下「特定下請取引への依存の状態」という。）に
あるものをいう。 

 ※2：前事業年度又は前年度において一の特定親事業者への取引依存度が２０％以上の下請事業者。 

  平成２８年１０月現在、123計画が認定されている。 

 

（２）計画認定を受けた者は、別途審査の上、以下の支援を受けることができる。 

  下請中小企業・小規模事業者自立化支援対策費補助金 28年度予算 3.9億円 

  【下請中小企業自立化基盤構築事業】（補助上限額 2,000万円、補助率2/3）  

 ※下請中小企業等の連携グル－プが、メンバ－相互の経営・技術のノウハウを活用して行う自立化のため
の取組に対し、試作及び開発、展示会出展、設備購入等の費用を補助するもの。 
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参考：下請中小企業自立化基盤構築事業 



http://zenkyo.or.jp/kakekomi/index.htm 

企業間取引に関する様々な相談に相談員等が応じます。 
裁判外紛争解決（ADR）手続により簡易・迅速な紛争解決を行います。 
相談費用や調停費用は無料です。 

相
談
者
（中
小
企
業
） 

下
請
か
け
こ
み
寺 

一般的な取引に関する相談 
親事業者との交渉方法等、              

適切な助言を行い、解決へと導く 

 下請代金支払遅延等防止法・独
占禁止法に関する相談 

法令違反が疑われる場合は、速やかに経済産業
局に相談案件を取り次ぐ 

裁判外紛争解決を希望する場合 
希望者の所在地を勘案し、              
調停人（弁護士）を紹介 

無料弁護士相談を希望する場合 
希望者の所在地を勘案し、              
最寄りの弁護士事務所を紹介 

運送業の取引に関する相談 適正取引相談窓口を紹介 

建設業の取引に関する相談 
駆け込みホットライン、建設業取引適正化センター

又は建設紛争工事審査会を紹介 

●消費税の転嫁など企業間取引に係る各種相談への対応や裁判外紛争解決
手続を行うため、各都道府県の下請企業振興協会の協力を得て、全国中小
企業取引振興協会内におく本部と全国47都道府県に「下請かけこみ寺」を
設置。 

5 

（12） 下請かけこみ寺（事業内容） 参考：下請かけこみ寺 



①下請事業者の生産性の向上及び製品若しくは情報成果物の品質若しくは性能又は役務の品質の改善 
②親事業者の発注分野（下請事業者に対して何を発注し、親事業者自らがどのような物品を製造、修理し、どのような情報
成果物を作成し又はどのような役務を提供するのかの区分）の明確化及び発注方法の改善 

③下請事業者の施設又は設備の導入、技術の向上及び事業の共同化 
④対価の決定の方法、納品の検査の方法、その他取引条件の改善 
⑤下請事業者の連携の推進 
⑥下請事業者の自主的な事業の運営の推進 
⑦下請取引に係る紛争の解決の促進 
⑧その他下請中小企業の振興のため必要な事項 

公 

表 

主務大臣による 
指 導 ・ 助言（第4条） 

親事業者、下請事業者 

下請企業振興協会（第１５～1６条） 

①下請取引のあっせんを行うこと 
②下請取引に関する苦情又は紛争についての相談に応じ、その解決についてあっせん又は調停を行うこと 
③下請中小企業の振興のために必要な調査又は情報の収集若しくは提供を行うこと 

経済産業大臣による振興基準の作成（第3条） 

各種支援 

振興事業計画（第5～7条） 

計画の作成 特定下請組合等 親事業者 

 
金融措置 ・流動資産担保保険の特例    

 

支援措置（第１１条） 

主務大臣は、業種所管７省庁（内閣府、総務省、財
務省、厚労省、農水省、経産省、国交省） 
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3．下請中小企業振興法スキーム 

２以上の下請事業者 

特定下請連携事業計画（第8～10条） 

２以上の特定 
下請事業者 
２以上の特定 
下請事業者 

支援措置（第１１条、１２条） 

・中小企業信用保険法の特例 
（普通保険・無担保保険・特別小口保険・新事業開拓保険） 

・中小企業投資育成株式会社法の特例 

下請中小企業が連携
し、互いの経営資源を
有効に活用することで、
企画・提案力を向上さ
せ、自立的に取引先の
開拓を図っていく事業。 



（１）振興基準の性格 

 ①振興基準は、下請中小企業振興を目的として、経済産業大臣が定めることとしている（第３条第１項）。 

 ②下請事業者の自助努力、親事業者による協力、相互協議に基づく適切な取引関係の構築等を規定しているが、
これらは、親事業者と下請事業者との間のよるべき一般的な基準であり、望ましい取引関係を奨励しているもの。 

 ③このため、主務大臣が事業者に対して指導・助言を行う際の根拠となっている（遵守しない事業者に対して行政
処分を行うような性格は有していない。）。 

（２）指導・助言について 

 ①主務大臣は下請中小企業の振興を図るために、必要に応じて事業者に対して振興基準に定める事項について指
導・助言を行う（第４条）。 

（３）振興基準の周知等 

 ①毎年末、経済産業大臣、業所管大臣の連名で関係事業団体あてに振興基準の遵守、下請事業者に対する配
慮を要請（平成27年11月13日付けで864団体宛てに発出）。 

 

 ②経済環境の変化等に対応した要請 
   平成21年3月24日「下請事業者への配慮等について」（景気の長期低迷に伴う年度末時の要請） 
   平成26年10月2日「原材料・ｴﾈﾙｷﾞｰｺｽﾄ増の影響を受ける下請事業者に対する配慮について」 
   平成28年4月25日「熊本県熊本地方の地震により影響を受けている下請中小企業との取引に関する配慮について」 
 

 ③定点調査の実施 
      振興基準に照らした取引実態を定期的に把握するため､平成3年度から「発注方式等取引条件改善調査」を実施。 
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4．振興基準及び主務大臣による指導、助言 
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参考：振興基準の内容と取引条件改善調査① 

下請代金の支払い方法の改善 

○振興基準 第４ ４） 下請代金の支払方法の改善 

（１）親事業者は、下請代金の支払は、発注に係る物品等の受領後、できる限り 速やか
に、これを行うものとする。また、下請代金はできる限り現金で支払うものとし、少なくとも賃
金に相当する金額については、全額を現金で支払うものとする。 

（２）親事業者は、下請代金を手形で支払う場合には、手形期間の短期化に努め、例え
ば、手形期間が６０日を超える場合には６０日以内となるようにするなど、段階的に手
形期間の短縮に努めるものとする。また、親事業者が政府により標準手形期間が定められ
ている業種に属するものであるときは、少なくとも当該手形期間を超えないものとする。 



下請代金の受取方法（現金、手形） 
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（N）

平成27年度 5,365

平成26年度 5,375

平成25年度 5,363

平成24年度 5,792

平成23年度 6,058

平成22年度 3,672

平成21年度 5,663

平成20年度 5,041

平成19年度 3,623

平成18年度 3,684

平成17年度 3,101

平成16年度 2,771

平成15年度 2,721

平成14年度 1,780

すべて現金

59.0

58.2

56.6

53.4

54.5

57.1

58.5

54.6

54.8

54.0

54.2

53.2

46.8

33.0

10％未満

6.9

6.4

5.9

7.2

7.4

7.0

5.8

6.5

5.3

6.7

6.3

5.4

6.0

3.7

10～30％未満

7.1

7.3

7.7

8.0

7.6

7.3

5.4

6.6

6.5

7.4

6.7

6.6

6.4

7.0

30～50％未満

7.7

8.0

8.3

8.8

8.0

8.5

7.8

8.3

8.7

9.0

8.0

8.7

10.5

12.9

50％以上

11.3

11.1

12.1

13.2

13.1

12.9

11.6

12.7

24.6

22.9

24.8

26.2

30.3

43.4

全て手形

8.1

9.0

9.4

9.4

9.4

7.1

10.9

11.2

（％）

●下請代金の受取については、「すべて現金」の割合が59.0％となっており、その割合は増加傾
向にある。 

 
 下請代金の手形割合-下請事業者（時系列、基数：全体） 

  

参考：振興基準の内容と取引条件改善調査② 

平成27年度発注方式等取引条件改善調査 
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 • 下請代金の支払いに係る手形サイトは、段階的に短縮傾向にはあるものの、依然として
90日超120日以内がおよそ6割を占めている。 

    

参考：振興基準の内容と取引条件改善調査③ 

手形サイト 

（N）

平成27年度 2,132

平成26年度 2,223

平成25年度 2,315

平成24年度 2,595

平成23年度 2,701

平成22年度 1,562

平成21年度 2,349

平成20年度 2,349

平成19年度 1,607

平成18年度 1,715

平成17年度 1,404

平成16年度 1,289

平成15年度 1,436

平成14年度 1,186

30日以内

0.9

0.4

0.7

60日以内

5.7

5.1

5.2

4.2

4.1

5.2

4.8

4.7

90日以内

29.6

29.6

29.2

23.8

24.2

27.1

23.2

20.7

16.3

19.8

18.5

19.6

17.5

13.9

120日以内

58.5

58.8

58.7

64.5

63.5

61.3

61.9

63.2

66.6

67.5

65.0

63.1

63.6

66.4

120日超

5.2

6.0

6.1

7.6

8.2

6.3

10.2

11.4

17.1

12.8

16.5

17.4

18.9

19.7

（％）

 
 手形サイト－下請事業者（時系列、基数：下請代金を手形で受け取っている下請事業者） 

平成27年度発注方式等取引条件改善調査 



11 

参考：振興基準の内容と取引条件改善調査④ 

下請代金の支払い方法の改善 

○振興基準 第４ １） 対価の決定の方法の改善 

（１）取引対価は、取引数量、納期の長短、納入頻度の多寡、代金の支払方法、品質、
材料費、労務費、運送費、在庫保有費等諸経費、市価の動向等の要素を考慮した、合
理的な算定方式に基づき、下請中小企業の適正な利益を含み、労働時間短縮等労働
条件の改善が可能となるよう、下請事業者及び親事業者が協議して決定するものとする。 



取引対価の決定方法 
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●親事業者との取引対価の決定方法については、「見積合わせで行う」の割合が47.5%と最 

  も高く、次いで「親事業者との話し合いで決める」が42.9% 

 
 

参考：振興基準の内容と取引条件改善調査⑤ 

（N）

平成27年度 5,550

平成26年度 5,556

平成25年度 5,507

平成24年度 5,977

平成23年度 6,228

平成22年度 3,740

平成21年度 5,800

平成20年度 5,171

平成19年度 3,664

平成18年度 3,733

平成17年度 3,140

平成16年度 2,798

平成15年度 2,763

平成14年度 1,797

平成13年度 1,821

平成12年度 1,886

平成11年度 2,106

平成10年度 2,124

平成9年度 1,919

平成8年度 4,350

平成7年度 5,236

平成6年度 4,970

平成5年度 14,904

平成4年度 13,105

平成3年度 10,056

親事業者の指値

9.6

9.6

10.3

9.7

10.9

10.7

12.0

10.9

15.5

14.5

15.6

17.4

20.7

23.0

23.0

21.9

24.5

25.8

20.9

20.4

21.4

21.8

20.9

17.5

17.7

見積合わせで行う

47.5

47.9

48.0

51.4

48.2

51.0

44.7

44.5

45.9

44.7

45.2

44.3

44.1

43.1

45.1

41.3

42.1

37.8

39.4

39.0

38.3

38.6

37.4

38.5

34.6

42.9

42.5

41.7

38.9

40.9

38.3

43.2

44.6

38.6

40.8

39.2

38.3

35.2

33.9

31.9

36.9

33.4

36.5

39.7

40.6

40.3

39.7

41.7

44.0

47.7

（％）

親事業者の指値 見積合わせで行う
親事業者との話し合

いで決める

取引対価の決定方法-下請事業者（時系列、基数：全体) 

平成27年度発注方式等取引条件改善調査 
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５．下請中小企業振興法、振興基準の改正の経緯 

  
●下請振興法の改正経緯 
・昭和45年：制定 

・平成15年：サービス業 等を含めた下請中小企業の振興を図るため、 

      ①振興の対象をサービス業等の下請中小企業に拡大      

      ②振興事業計画作成に係る業種指定の撤廃、任意グループの追加 

      ③売掛金債権担保保険の特例の導入、について改正。 

・平成25年：2以上の特定下請事業者が連携し、互いの経営資源を有効に活用することで自立的に取引先の開拓を図っていく 

              「特定下請連携事業計画」の認定及び支援措置について改正。 

  
●振興基準の主な改正経緯 
・昭和45年：制定 

・昭和61年：①オンライン発注等の情報化への対応 

                 ②下請代金の支払方法等の取引条件変化への対応 

                 ③親事業者の海外進出の進展等を踏まえた国際化への対応 

                 ④親事業者の事業所の集約化に伴う移転等への対応 

                 ⑤急激な経済情勢の変化への対応等について改正。 

・平成3年：下請中小企業における人材確保のため労働時間短縮を進める観点から、 

               ①週末発注・週初納入等の労働時間短縮に妨げとなる発注の抑制 

               ②下請中小企業の計画的生産、生産平準化への協力等 

               ③納期の長短、納入頻度の多寡等を配慮した単価決定等について改正。 

・平成15年：親事業者、下請事業者の範囲の拡大（サービス業等の追加）に伴い、製造業を念頭においた規定ぶりに 

               ついてサービス業等についても適用し得るよう改正。 

・平成25年：下請振興法改正に伴い、振興基準に追加すべき事項として定めた「特定下請連携事業計画」の認定基準 

                や「下請事業者の自主的な事業の運営の推進に関する事項」等（親事業者の海外進出時の情報提供、 

        親事業者は下請事業者の新たな取引先開拓時に不当な干渉を行わない、下請取引に係る紛争解決の 

                促進等）について改正。 13 


